
航空産業・交通プロジェクト本部 生活産業・アグリビジネス本部

インフラ・ヘルスケア本部 リテール・ 
コンシューマーサービス本部

自動車本部 化学本部

At a Glance

  ディストリビューター事業
  ディーラー事業

  販売金融事業
  サービス事業（品質検査等）

主要事業本部名

  航空機代理店事業（民間・防衛）
  航空機リース事業
  中古機・パーツアウト事業
  ビジネスジェット事業

  空港運営事業
  交通インフラ、北米鉄道事業
  船舶事業

  再生可能エネルギー事業
  ガス火力発電事業
  ガス関連事業

  通信インフラ事業
  都市インフラ・工業団地事業
  ヘルスケア事業
  省エネルギーサービス事業

  金属資源事業
  鉄鋼製品事業
  サーキュラーエコノミー事業

  化学品事業
  メタノール事業
  レアアース事業

  合成樹脂事業
  環境・ライフサイエンス事業
  リサイクル事業

  肥料事業
 食料・飼料畜産事業
 林産資源事業
  製紙事業

  脱炭素事業 
（バイオマス・カーボンクレジット）
  農業・地域創生事業

  食品・消費財流通事業 
（製造、卸売、物流、小売）
  水産事業 
（原料調達・養殖・加工卸・販売）

  ブランド・消費財事業
  商業施設運営事業
  国内不動産事業

金属・資源・リサイクル本部

売上総利益推移 
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当社の持続的な成長と価値創造を実現していくためには、不確実性が増す環境下において、「既存ビジネスの収益構造

の抜本的な変革」、「新規投資の継続」を実施していくことが必要です。

　「本部事業報告」では、各営業本部が、将来目指す姿に対し、中長期目線でどのような成長戦略を描いているのか。現

状の強み、稼ぐ力の源泉をどのように捉えているのか。そして、それぞれの強みをさらなる稼ぐ力の伸長につなげていくた

めに、どのような施策に取り組んでいくのかをご紹介します。
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At a Glance

本部別当期純利益（親会社の所有者に帰属） （2023年3月期） 中計2023の主要トピックス

68億円 6.1%

70億円 6.3%63億円 5.7%

186億円 16.7%

627億円 56.4%

本部別構成比*1 （2023年3月期）

 自動車本部
 航空産業・交通プロジェクト本部
 インフラ・ヘルスケア本部
 金属・資源・リサイクル本部
 化学本部
 生活産業・アグリビジネス本部
 リテール・コンシューマーサービス本部

*1  本部別構成比は「その他」を除いています。

本部別概況 （2023年3月期）

（単位：億円）

事業

PL BS 財務指標 従業員数 CROIC

売上 
総利益

持分法によ
る投資損益

当期純利益
（親会社の 
所有者に帰属）

総資産 非流動資産 ROA
単体従業員
（名）

連結従業員
（名）

23/3期 実績
（％）

価値創造 
ライン*4 
（％）

自動車本部 554 15 60 1,827 880 3.3% 102 5,154 8.9 7.0

航空産業・ 

交通プロジェクト本部
190 4 70 2,014 590 3.5% 134 1,180 4.8 5.0

インフラ・ヘルスケア本部 282 5 76 5,165 3,661 1.5% 217 1,610 2.0 3.0

金属・資源・ 

リサイクル本部
834 227 627 5,319 3,333 11.8% 195 807 20.3 5.0

化学本部 625 0 186 3,222 707 5.8% 218 1,617 12.4 7.5

生活産業・ 

アグリビジネス本部
294 10 63 2,389 638 2.6% 135 3,751 8.1 6.0

リテール・コンシューマー
サービス本部

451 9 68 4,199 1,194 1.6% 123 4,038 1.9 5.0

会社合計*2 3,376 273 1,112 26,608 12,163 4.2％ 2,523*³ 20,669 ― ー

*2 会社合計はその他・調整を含みます。
*3 単体における子会社等への出向者を含みます。
*4 価値創造ラインとは、「中期経営計画2023」の3ヶ年平均で最低限達成すべきCROICの水準です。

総資産
（％）

7.6
8.3

21.4

22.0

9.9

13.4

非流動資産
（％）

10.9 8.0
5.4

33.3

5.8

6.4

30.3

連結従業員
構成比率
（％）

22.0 28.0

6.0

9.0
4.0

21.0

9.0

14.0

2022年3月期 2023年3月期～現在

自動車本部
・  米西湾岸・自動車小売事業を拡大
・  自動車の内外装自動撮影・スキャンシステム開発
の独・Twinner GmbHと資本業務提携

・  ノルウェー・EVマルチブランドディストリビューター
へ出資
・  豪最大の独立系中古車販売事業者を買収

航空産業・ 
交通プロジェクト
本部 

・  ケイマン諸島国籍機のチャーター運航を開始 ・  ビジネスジェット運航整備会社の全株式を取得
・  インド高速鉄道の車両基地建設工事を受注

インフラ・ 
ヘルスケア本部

・  スペイン・電力小売事業に参入
・  米国・省エネルギーサービス事業に参入
・  ナイジェリア・ガス下流事業に参入

・  北海道・国内最大級のバイオマス発電事業に参入
・  豪州・省エネルギーサービス事業に参入
・  豪州・ガス田の権益一部取得

金属・資源・ 
リサイクル本部

・  豪州・グリーン水素製造、太平洋島嶼国で利活用 ・  フッ素化合物の国内安定供給体制の構築を目指
し北九州市と企業立地協定を締結
・  カナダ最大手の家電・電子機器リサイクル事業に
参画
・  ナノ分離膜を用いたDAC技術の2020年代後半の
実用化に向け新会社を設立

化学本部

・  バイオマス原料由来の化学品製造技術を有する
Green Earth Institute株式会社に出資

・  バイオマス由来のモノエチレングリコール生産技
術の開発に参画

・  豪・Lynas Rare Earths Ltdへ追加出資し、レアアー
スの日本向け供給確保
・  ターコイズ水素の製造技術を開発するフィンラン
ド・Hycamite TCD Technologies Oyへ出資参画

生活産業・ 
アグリビジネス 
本部

・  早生樹苗木の生産事業に参画
・  ベトナム乳業メーカー最大手ビナミルクグループ
と牛肉製品の販売会社を設立

・  国内農業会社を設立
・  東北タマネギ生産促進研究開発プラットフォーム
の設立

リテール・ 
コンシューマー 
サービス本部

・  インド市場で消費財・食品の卸売事業に参入
・  水産食品加工会社・マリンフーズの全株式を取得
・  ゴールドマン・サックスと共同で賃貸住宅のバリュー
アップ事業運用会社を設立

・  冷凍マグロ加工販売大手・トライ産業の全株式
を取得

・  ベトナムで四温度帯物流事業を拡大

中計2023の成長戦略投資・注力領域（2022年3月期～2023年3月期累計）

投資合計
約2,400億円 
→ 成長投資を加速（中計策定時の期初計画3,300億円から、5,000億円に上方修正）

主な内訳

インフラ・ヘルスケア 1,040億円
 米国・省エネルギーサービス事業
 国内外再生可能エネルギー事業
 ナイジェリア・ガス小売事業 等

成長市場× 
マーケットイン志向

860億円
 水産食品加工事業
  ベトナム・牛肉製品販売事業 

 等

素材・ 
サーキュラーエコノミー

100億円
 カナダ家電・電子機器リサイクル事業
 豪州レアアース事業 

 等

その他 400億円
非財務関連 

 

 等

 その他：
ポートフォリオトランスフォーメーション推進室（機械系統合子会社など）などを含む

△39億円 △3.5%

98 99双日株式会社 統合報告書2023 双日株式会社 統合報告書2023

S T R AT E G Y  B Y  D I V I S I O N  

17.4

7.0

自動車：16.9
航空：6.4
インフラ：20.7
金属：26.9
化学：10.2
生活：6.0
リテ―ル：13.0

28.0
26.0

8.0

6.0

11.0

60億円 5.4%

76億円 6.9%
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自動車本部 
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2030年に向けた事業展開のイメージ

今後目指すステージへ向けて

本部事業報告

当本部は、さまざまな環境変化や外的な圧力により、事業が劣化していく危機や悲劇

的な境遇に直面し、これらを一つひとつ克服してきました。痛みを伴う構造改革を断

行し、耐性のある事業体へと変革が進みました。また、不断のフィールドワークを通じ

た試行錯誤によって知見を蓄積し、新たな事業展開の成功確度を高めてきました。こ

れらの取り組みの体験を通じて、人材が育ち、チームに共通感覚を与え、組織の強み

が作られてきました。知見のある領域での事業拡大は、再現性があり、早期に収益化

できるとの評価が得られ、これが当本部の特徴です。

　当本部の成長戦略のキーワードは、「機能」「特色」「変革」です。「販売力」「金融」「デジタル」といった機能を強化し、他

社と違う特色のある事業展開を志向するとともに、常に変革し続けることです。数多くの実証実験を含めて、日 チ々ームワー

クでこれらを積み重ねてきた成果を実感しています。これからは、大胆にリソースを投入し、より大きな結果に飛躍させる

フェーズです。仕組みや体制に依存することなく自立し、目指すべき姿を確実に達成します。

　「正しく」判断し、「楽しく」やります。そして、「価値貫徹」します。

当本部の強み

自動車販売の
実績40年超

地域密着型の
セールス・マーケティング力

事業展開30社超
グループ従業員 
5,000名超

多様な人材と、グローバルな 
事業経営ノウハウ

投資実行力
案件開発力

新たな事業領域を含む
事業資産ポートフォリオ

外部環境認識

  新興国の経済発展に伴う自動車需要の増加と 
成熟国でのニーズの多様化

  自動車産業におけるパラダイムシフトと 
既存の業界構造の変化
  グローバル化とサプライチェーンの多様化による 
品質管理ニーズの高まり

機
会

  市況・金融・経済の低迷、災害などのイベントリスク
  各国の政治・規制の変化、技術発展などによる 
社会環境の変化

  自動車メーカーのグローバル戦略の変化

リ
ス
ク

執行役員 
自動車本部長

金武 達彦

成長戦略を実現するための具体的な施策

主力である新興国での自動車卸売事業では、抜本的な

構造改革の実行により、好況時の上振れを取り込む一

方で、不況時の下振れを抑える耐性のある事業体へと変

革が進みました。地域密着でのマーケティング・販売力

の強化に取り組んでおり、直営の小売機能を拡張しサプ

ライチェーンを強化していきます。また、有望な成長市場

において、市場が求める競争力のあるブランドを販売す

る新たな事業の立上げや買収により、事業の領域と規模

を拡大するとともに、市場シェアの拡大と顧客サービス

の向上により、事業価値を向上させます。その一環として、

ノルウェーにおいてマルチブランドEVの販売事業に出資

しました。

　消費者に直接アクセスし、販売力の基盤となる小売事

業では、地域ドミナント戦略を掲げています。正規ディー

ラー事業においては、オープンポイントで新規出店、ある

いはフランチャイズ権を買収により獲得することで、商圏

拡大と既存店とのシナジー効果を追求します。また、市

況に影響されやすい新車販売に依拠しない事業モデル

の確立に向けて、中古車やアフターサービス販売の強化、

デジタル技術を活用した新たな販売体制を構築し、安定

的な収益基盤を目指します。

　中古車販売事業では、中古車流通の商習慣をデジタ

ルツールやデータを活用して変革し、中古車業者と消費

者の利便性を向上させるさまざまなサービスの提供や新

たな取引の場の構築に取り組んでいます。その一環として、

豪州において、中古車卸売・小売事業を買収しました。

事業者をつなぐオークションに相当する流通機能（B2B）

を有しており、消費者への小売（B2C）と消費者からの買

取（C2B）を強化し、中古車流通の最適化を推進します。

・既存事業の構造改革の継続

・新たな事業の構築

当期純利益
（億円）

中核事業である自動車販売事業のさらなる強化を目指し

ます。有望市場において、市場が求める競争力のある商

品の取り扱いを強化していきます。消費者に直接アクセ

スする小売の拡張による販売機能の強化、中古車やアフ

ターサービス販売の強化、デジタル技術を活用した新た

な販売体制の構築などによって事業価値を向上させ、持

続的な成長を実現します。

　また、デジタル技術を活用した中古車流通を変革する

取り組み、需要を掘り起こすファイナンス事業などの強化、

時代の変化を捉え社会課題にソリューションを提供する

新たなサービス事業を構築していきます。
22/3期 23/3期 24/3期 

見通し
27/3期 
目指す水準

2030年に 
目指す水準

71
60

70

200億円

2023年 2030年

自動車販売事業においては、デジタル技術などを活用したバリューアップ及び有望市場における事業領域の拡大を図る。

また、時代の変化を捉えたサービス事業にも積極的に取り組み、豊かなモビリティ社会に貢献していく。

サービス

品質 • 北米

• メキシコ
• フィリピン

• プエルトリコ
• フィリピン
• パキスタン
• ノルウェー
• ウクライナ
• ロシア　など

金融

自動車販売

ローン

• 日本
• 米国
• ブラジル
• タイ
• フィリピン
• ノルウェー
• ロシア　など

小売

中古車

• 日本
• 豪州　など

卸売

サービス

自動車販売

金融

小売

中古車

卸売

品質

ローン

デジタル 
ツイン 

AI AI 
モビリティモビリティ

SaaS/ 
XR

MaaS

リース 
レンタル

：既存事業
：新規事業

Dutton One 店舗（豪州中古車事業） ディーラーショールーム（ノルウェーEV事業）
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当本部の強み 外部環境認識

  世界的なコロナ規制緩和による航空機需要、 
インバウンド需要の回復
  新興国における交通・空港・港湾インフラ需要の増加
  環境規制に合わせた代替燃料航空機、 
船舶へのリプレース

  技術革新による次世代エアモビリティのマーケット拡大

機
会

  金融・経済の低迷、災害などのイベントリスク
  米中関係やロシア・ウクライナ情勢等の国際情勢、各
国規制の変化に伴う個別事業への直接・間接的影響

  海上荷動き、船腹量の需給による船舶市況変動
  米国金融情勢変化、金利上昇に伴う事業投資や資産
保有型ビジネスなどにおける調達コスト上昇影響

リ
ス
ク

航空機 
取り扱い実績
900機以上
国内シェアNo.1

北米鉄道市場に
おける2つの
事業基盤

（MRO、貨車リース） 

造船・海運から
機器・設備まで
One-Stop

  航空・交通・船舶各分野での半世紀以上にわたる取引実績
  メーカー・エアライン・リース会社・部品関連会社・空港施設会社等 
それぞれのニーズや課題を把握する航空業界での情報収集力と分析力
  交通インフラでの一体型ソリューションの提供・提案
  空港運営事業の推進とその周辺事業の他本部との協業 

  豊富な知見と海外ネットワークを活かした船舶分野での総合力 
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航空産業・交通プロジェクト本部

本部事業報告

当本部の事業分野は航空機（空）・鉄道（陸）・船舶（海）の3大輸送手段にわたっており、

さらにこれら輸送手段のオペレーションに必要な周辺事業（航空機ライフサイクル全

般でのサービス、空港運営事業、鉄道EPC、車両MRO*事業）も手掛けています。ビジ

ネス機能としては歴史ある代理店ビジネスのほか、資産保有・管理や事業会社投資

など、各事業に合わせて多面的に機能を発揮しています。

　幅広い事業分野、ビジネス機能を持つことで、航空・鉄道・船舶それぞれに異なる

外部環境変化や市況への耐性を持ち、相互に補完し合える事業ポートフォリオを形

成しています。

　次期中計そして2030年に向けて、次世代エアモビリティや水素燃料航空機、環境対応新燃料船などのマーケットニー

ズに応えるべく、各専門分野において豊富な知見を持つ人材を活かしながら、より最適な事業ポートフォリオの形成を目

指していきます。 * MRO（Maintenance, Repair and Overhaul）：車両メンテナンス・修理・修繕

執行役員
航空産業・交通プロジェクト本部長

新高 辰彦

主要事業の展開状況

成長戦略を実現するための具体的な施策

新機能、新サービス

ビジネスジェット事業では、2022年7月、国内運航ライ

センスと機体整備・乗員訓練機能を持つ株式会社ジャプ

コン及びその100%子会社岡山航空株式会社の全株式

を取得したことにより機能の拡大を実現しました。今後

は従来の国際ビジネスジェット事業と新規獲得機能のシ

ナジーを発揮させ、さらに将来需要の高まりが想定され

る次世代エアモビリティ市場においても運航サービスの

提供ができることを目指します。

　防衛事業は安全保障ニーズのますますの高まりに合

わせて、従来の代理店手数料収益に加え、物流以外の

防衛関連業務請負などサービス提供事業からの収益を

増やしていきます。

　また、航空機、船舶保有ビジネスから、他人資本を活

用した省資金型のアセット管理ビジネスへとアセットマ

ネジメント機能の変革を進めます。

環境・サーキュラーエコノミー

脱炭素、リサイクルが重視される今後、航空・船舶におけ

る業界動向や新技術評価の把握が重要となることから、

長年蓄積した業界でのネットワーク及び経験値を最大限

活用し、マーケットインの発想で同業界のパートナー企

業との協業や関連会社への人材派遣なども実施します。

　新技術を利用した航空機・船舶スクラップリサイクル

事業や代替燃料化に関わる事業についても追求し、環境

負荷低減に貢献していきます。

22/3期 23/3期 24/3期 
見通し

2030年に 
目指す水準

47

70

40

100億円超

航空 鉄道・交通インフラ

船舶

既存事業の 

幅出しに加えた環境対応・ 

サーキュラーエコノミー・ 

新機能拡充による価値創造
• 次世代エアモビリティ
• 新燃料対応型輸送機（SAF、新燃料船舶）
• 安全保障関連サービス拡大
• ビジネスジェット機能拡大
• 新技術による船舶スクラップ
• コンポジットリサイクル

空港運営
代理店販売

ビジネスジェット

防衛関連

船舶関連取引 貨物輸送

アジア鉄道EPC

北米鉄道事業 
（MRO・貨車リース事業）

航空機・船舶アセット 
マネジメント事業
（リース・パーツアウト）

ジャプコングループの機体格納庫

既存事業においては当社の強みを活かしながら、ビジネ

スジェット事業での機能拡大、防衛事業における安全保

障関連の新機能、サービスの提供に注力します。

　脱炭素社会に向けて業界ごとの環境規制はますます

強化されていく中、水素燃料航空機やエタノール船、次

世代エアモビリティ等、環境を意識した輸送燃料へ変わ

る大転換期が到来します。この動きに伴う航空機や船舶

のリプレースに関わる事業に取り組み、長年培ってきた

ネットワークや知見を活用し、マーケットニーズに応えて

いきます。

　さらに、サーキュラーエコノミーの視点で船舶リサイク

ルや航空機コンポジットリサイクルなどへの取り組みも

進めていきます。

当期純利益
（億円）

今後目指すステージへ向けて
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当本部の強み POST中計2023に目指す姿

外部環境認識

  新興国の経済成長の遅れ、政治・経済の変化に伴うカントリーリスク
  競争激化による需給バランスの変化、新技術等による事業競争力の劣化 

  紛争等の地政学リスク、サプライチェーン・ビジネス構造の変化

   新興国の人口増加・経済成長に伴うエッセンシャルインフラ需要の増加
   気候変動に関わる各国政府の規制・政策変更に伴うトランジション・パ
ラダイムシフト
   多様化するニーズ、分散化社会に対応した複合的ソリューション提供の
機会拡大

機
会

リ
ス
ク

事業創出力 優良 
パートナー 拡張力

インフラ・ヘルスケア本部 

時代とともに変化する社会課題・マーケットニーズに応じた国内外での脱炭素・エネ

ルギートランジション、医療・ヘルスケア、及び都市・通信などをテーマとしたエッセン

シャルインフラビジネスを成長・注力領域と位置づけています。①強みを活かした規

模感ある事業の開発、実行、収益化、②既存事業の収益力強化・バリューアップ、③

成長・将来を見据えた新たな領域への取り組み、の3つの成長戦略を掲げ、良質な事

業への投資と継続的な事業価値向上により、事業規模の拡大を図っていきます。また、

従来注力してきた長期安定収益の見込めるIPP/PPPプロジェクトに加え、市場の成長、

各国の政策支援、当社機能の活用により成長が見込める事業投資型ビジネスにも注力し、より強く規模感ある事業を構

築・創造するとともに、事業の開発と経営を通して事業創出力・経営力のある人材を育成していきます。

執行役員
インフラ・ヘルスケア本部長

西川 健史

本部事業報告

新規事業を作り続ける 
文化、豊富な投資実績

優良パートナーと協働し、
競争力を高められる

複合的な発想・機能の 
組み合わせ、事業領域の

拡張

事業投資×バリューアップ

顧客基盤を有する 

投資先

機能活用・拡充、 
他本部との共創による 

バリューアップ

脱炭素
• 省エネルギーサービス
• EV・蓄電・二次電池
•  水素・アンモニア・ 
新エネルギー

ヘルスケア
ヘルスケア

投資先の成長・ 
強く規模感のある事業の創出・ 

人材の育成

脱炭素の世界的な潮流を受け、先進国をはじめ各国において、省エネや分散型電源の市場が急拡大しています。これら

の市場において、脱炭素関連の技術力と顧客接点を有する投資先の成長を支援するとともに、双日がこれまでインフラ型

ビジネスモデルで培ってきた機能やアイデアを用いて、バリューアップを図っていきます。

ヘルスケア分野は、経済発展や各国の人口増加、高齢化及び健康寿命の延伸により、医療費の増加、医療施設の不足な

ど、多くの社会課題を抱えています。当本部は、これらの社会課題の解決に貢献すべく、東南アジアでの民間医療サービ

ス領域に進出しており、今後成長する市場でビジネスを拡大していきます。

新
事
業
領
域
の
追
加
に
よ
る
成
長

従
来
の
主
力
事
業
分
野

エネルギー関連事業 成長市場・テーマ

再エネ・火力IPP事業

社会インフラ・PPP事業

22/3期 23/3期 24/3期 
見通し

2030年に 
目指す水準

66
76

160

200億円
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【取り組み事例①】  省エネ市場における 事業投資 × バリューアップ

【取り組み事例②】  ヘルスケア市場における 事業投資 × バリューアップ

具体的な施策

2021年に、米国の省エネルギーサービス事業者McClure 

Company（以下、McClure社）に出資、連結子会社化し

ました。

　省エネルギーサービス事業とは、顧客に建物の省エネ

設計やサービスを提案・導入する事業です。米国市場は

日本の20倍の規模であり、また政策の後押しを受ける有

望な市場です。その中でMcClure社はペンシルベニア州

とメリーランド州の公共施設等に高い技術力と強固な顧

客基盤を築いています。

　また、2023年5月には豪州の省エネルギーサービス事

業者Ellis Air Group Pty Ltdにも出資、連結子会社化し

ました。同じく高い技術力と、省エネ需要が大きい豪州

ビクトリア州やクイーンズランド州のビルオーナーやゼネ

コンといった顧客基盤を有しています。

　双日は両社に再エネ発電・供給サービスビジネスの

開発機能を提供し、省エネとの複合的な取り組みを推進

するなど、バリューアップを図っていきます。

具体的な施策

民間医療分野では、クリニックチェーン、初期医療のプライマリケア、専門医療

領域のセカンダリケア事業に参画しています。

　今後はさらに、周辺事業領域との複合的な取り組みや、データ・デジタル技

術を活用したサービスの質の向上と費用の削減などに加え未病予防につなが

る新たな需要・ビジネスの創出により、事業価値を高め、より強く規模感あるビ

ジネスを創造していきます。

米国 省エネサービス事業 豪州 省エネルギーサービス事業

民間ヘルスケア事業

投資先： McClure Company

事業内容： 空調関連の設計・施工・メンテナンス・ 
 保守・省エネ事業

投資先の 
顧客基盤

投資先の 
顧客基盤

投資先の 
顧客基盤

バリューアップ
策

バリューアップ
策

バリューアップ
策

米国ペンシルベニア州・メリーランド州の 
自治体・学校・病院など

豪州ビクトリア州・クイーンズランド州のゼネコン、 
ビルオーナーなど

企業や個人にサービスを提供する民間クリニックチェーンなど

再エネ発電・供給サービス事業／EV・蓄電事業／
他州への事業拡大

再エネ発電・供給サービス事業／他州への事業拡大／
EaaS事業の強化／ヒートポンプ事業

エコシステム構築（医療・サービス・保険・処方薬配送など）／
データ・デジタル技術の活用／M＆Aなどによる顧客基盤の拡大

投資先： Ellis Air Group Pty Ltd

事業内容： 空調関連の設計・施工・メンテナンス・ 
 保守・省エネルギー事業

当期純利益
（億円）

今後目指すステージへ向けて
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本部事業報告

当本部の強み

総合商社唯一の
炭鉱操業

自社の豪州炭鉱操業で蓄積された
ノウハウを自社及び他社の鉱山操業へ 
展開、操業請負事業への進出を目指す

鉄鋼総合商社 
メタルワンやCBMM社 
（ニオブ*2生産会社） 
などの安定収益事業

成長市場での事業拡大、 
新規需要の取り込みを通じて 
安定収益基盤を拡大

特色ある 
希少資源の 
取り扱い

ニオブやクロムといったレアメタル、 
蛭石や蛍石といった鉱産物など、 
特色のある資源を取り扱い、安定的かつ
柔軟なサプライチェーンを構築。加えて、
負極材料等の将来性のある新素材の 
開発にも取り組み中

外部環境認識

  資源価格や為替の変動、インフレによる事業収益 
低下リスク

  ロシア・ウクライナ情勢や資源ナショナリズム、 
米中貿易紛争等の地政学リスクの顕在化
  代替品の台頭や規制強化による取り扱い商品の 
競争力低下

  炭素税等の世界的な環境規制の厳格化

  新興国を中心とした資源・鉄鋼・産業資材需要の 
増加

   環境関連の法規制強化・改正による新たな商材 
需要の具現化 

  持続可能な社会の発展に寄与する新技術・新素材の 
ニーズ増加 

  リサイクルや副産物処理など環境配慮型ビジネス 
需要の高まり

機
会

リ
ス
ク

金属・資源・リサイクル本部

地球温暖化・脱炭素社会への潮流加速化による社会ニーズの変化を見定め、サステ

ナブルな事業への変革を推進します。また、循環型社会を見据え、リサイクル分野へ

の取り組みを強化します。具体的には中計2023で掲げた3つの領域の案件を推進し

ます。①サーキュラーエコノミー領域については、北米での電子機器リサイクル事業

への出資を皮切りに、関連の取り組みを加速させ、規模感のあるビジネスに育ててい

きます。②脱炭素・二次電池・新素材といった社会ニーズに対応する新しい事業の創

出については、DAC*1の研究開発・量産化を目的にCarbon Xtract社の設立、半導体

の製造に不可欠であるフッ酸の製造事業、二次電池原料の供給、二次電池のリユース・リサイクル等、取り組みを始めて

いる各事業の実現・収益化を進めていきます。③金属資源上流権益については、特色のある資源を安定供給するための

取り組みと位置づけ、コスト競争力のある権益取得を狙っていきます。一般炭権益等の資産入替を含め、質の高い上流

権益ポートフォリオを構築していきます。

　金属資源や鉄鋼製品等の既存各事業においては、デジタル技術も活用し、品質・コスト競争力・効率性を高め、安定

的に収益を出せる体制への強化を進めます。

執行役員
金属・資源・リサイクル本部長

松浦 修

循環型社会・脱炭素・地政学リスクなどの社会ニーズへ

の対応を踏まえ、顧客に対して原材料を安定供給する仕

組みを構築。リサイクルや脱炭素対応を機能として具備

した持続可能な原材料供給を通じて、当社の目指す2つ

の価値最大化を実現する。

•  安定供給を担保する資源確保の仕組み構築（上流権益獲得・

社会ニーズを捉えた事業の拡大）

•  資源リサイクル事業の強化（サーキュラーエコノミー事業の収

益化・収益拡大）

•  脱炭素／デジタル化を念頭に置いた各ビジネスの変革

•  既存事業の収益力強化・キャッシュ回収強化

投融資によるポートフォリオ変革で2030年には安定して

500億円を稼ぐ本部を目指す

主要事業の展開状況

成長戦略を実現するための具体的な施策

循環型・脱炭素社会で求められる資源の安定確保と競

争優位の確立に向けて、金属循環型事業モデルの基盤

構築、既存上流資源の競争力強化及び成長が期待され

るバッテリー分野での循環型事業モデルの構築に向け

た取り組みにリソースを集中的に投下します。

　金属循環型事業ではデジタル化を前提とした北米・国

内での金属資源リサイクルでの集荷・仕分・粉砕といった

機能を有機的に組み合わせ、効率的なオペレーションを徹

底的に追求し、当社ならではの事業基盤構築を目指します。

　また、既存の豪州原料炭事業においては今まで積み

上げてきた鉱山オペレーションに関わるデータ及び社内

リソースを最大限に活用し、鉱山運営のデジタル化を推

進します。デジタル化を通じて、オペレーション効率を向

上させることでコスト削減を実現し、市況変動に応じた

機動的かつスピーディな経営判断を可能とし、新たな事

業モデルを追求します。

　成長が期待されるバッテリー分野では、必要とされる

希少資源の確保、部材製造・供給及びバッテリー販売と

いったバリューチェーン全体への取り組みを通じて、バッ

テリーの循環型事業モデル構築を追求します。

　2011年よりブラジルCBMM社のニオブの上流権益を

保有。株式会社東芝及びCBMM社と、ニオブを負極材

に用いた次世代リチウムイオン電池を共同開発、3社で

商業化に向けた取り組みを加速します。

フェロニオブ ニオブを負極材に用いた次世代リチウム
イオン電池

今後目指すステージへ向けて
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22/3期 23/3期 24/3期 
見通し

2030年に 
目指す水準

341

627

330

500億円超

足元

既存非資源事業（鉄鋼製品事業など）
トレード

既存資源事業
（原料炭、ニオブなどの上流権益）

サーキュラーエコノミー

脱炭素

新領域

既存資源事業から
派生する新事業
（例：フッ素化合物
事業）

利益
2030 ありたい姿・目指す姿

2030 ありたい姿・目指す姿

従来の原材料の供給のみならず、 
資源循環・脱炭素とともに顧客への安定供給を両立

（双日）　 脱炭素に向けた取り組みの推進（サステナビリティチャレンジ）

（外部環境）　気候変動対応の要請の高まり

*1 DAC：大気から二酸化炭素を直接回収する技術

当期純利益
（億円）

*2  ニオブ：自動車向け鋼材の軽量化・剛性化などのために高張力鋼やステンレス鋼
に使用される鉄鋼添加剤
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本部事業報告

当本部の強み 外部環境認識

  低炭素社会への移行に伴う石油化学製品に対する 
社会からの圧力 

  急激な市況・為替変動による事業収益の圧迫 

  コロナ禍からの回復時の急激な需給変動に伴う 
供給実行リスク（量の確保・物流逼迫など） 

  新興国の経済発展に伴う世界的な化学品需要の 
伸長 

  ポストコロナにおけるサプライチェーンの変化 

  グローバルに進む環境対応ニーズの進展、高度化に 
対応する新しい素材や製造技術の開発 

機
会

リ
ス
ク

顧客基盤
約5,000社 

幅広い商材 
環境変化に 
対応した 
提案機能 

 上流から下流までの幅広い商材とビジネス提案機能
 全世界約5,000社に及ぶ充実した顧客ネットワーク
 総合商社の中で上位に位置する事業規模と知名度
 ガスケミカル事業で培ったオペレーションノウハウ 

 合成樹脂事業が有するグローバルな販売・調達ネットワーク 

 C5*・石油樹脂事業におけるバリューチェーンでの事業ノウハウ 

 インド工業塩をソースとしたアジア市場での大きなシェアと 
供給安定性 

* C5：ナフサ分解から副生され、有効留分は合成ゴムや石油樹脂原料等に使用

化学本部

脱炭素へのトランジションという社会的な要請が高まる中、化学産業の構造は大き

な転換期を迎えています。化石資源由来の商材から、生物合成由来への原料ソース

の変化や、環境対応に適した商材へのシフトを推し進めていきます。今中計から、「環

境」及び「ライフサイエンス」を、集中的に資源を配分していく分野と定め、従前の化

学産業にとどまらない領域へとチャレンジしていきます。

　また、経済合理性一辺倒から、安全保障上の経済のデカップリング・ブロック化が

進む中で、「必要なモノを、必要な時に、必要な場所へ」というトレード事業の価値が

見直されてきています。この傾向は、2030年に向けてますます顕著になるものと見られ、グローバル・サプライチェーンの

変化に対応できるネットワーク・人脈づくりのできる商社パーソンを育成し、「事業や人材を創造し続ける総合商社」を体

現していくことを目指していきます。

執行役員
化学本部長

岡村 太郎

脱炭素社会の実現に向け、化石資源由来の従来型の素

材からバイオマス原料由来や生物合成プロセスに大きく

シフトし、脱炭素という大きなトレンドに沿った収益構造

を構築します。「化学」の領域を広く捉え、ライフサイエン

スや環境と社会的な価値に資する領域での事業を拡大

していく方針です。

　また、化学本部の収益の柱となっているトレード事業

においても石油化学を起点とした従来型の産業構造は

変化していき、サプライチェーンも変わっていきます。サ

プライチェーンの変化をチャンスと捉え、トレード事業を

より強固なものにしていきます。

・既存トレード事業の拡大と知見のある領域の強化

・ 脱炭素・循環型社会の実現に向けた、新たな取り組みの強化

収益構造変革へ向けた取り組み

100%バイオマス由来のPET製造　フロー図

成長戦略を実現するための具体的な施策

ヘルスケアやバイオといった成長が見込まれる領域での

収益化を急いでいます。ヘルスケア分野では、市場規模

の大きい欧米市場での成長を取り込むために、M&Aを

通した仕組みづくりに着手しています。具体的には、機

能性表示食品分野における生活習慣病予防・認知症予

防に訴求効果を持つ素材メーカーへの出資や、血液検

査等のシステム・試薬メーカーへの出資を通じて、検査

データを活用した新たなビジネス構築を推進しています。

バイオ分野では、従来の化石資源由来の素材を、バイオ

プロセスに置き換えていく事業に参画していきます。ブラ

ジル Braskem S.A.とのバイオMEG製造事業への参画な

どで、バイオマスベースのケミカルの取り扱いを増やして

いきます。中長期的な収益化についても、有望技術を持

つスタートアップへの投資を行うことで、画期的な商材

を押さえていく取り組みも加速しています。

上司と部下による1on1ミーティング
・上司・部下の深い信頼関係構築
・コミュニケーションの質向上
・思考力の深化による提案力・構想力の強化
・モチベーションの最大化

組織横断プロジェクト
・所属組織以外の交流促進
・若手リーダー登用による経験値の積み上げ

本部長メッセージ
・グローバル・グループ全体へのメッセージ発信
・職責を問わず、提案の歓迎

本部収益の柱であるトレード事業の拡大と効率化
・ 基礎原料・副原料・添加剤・副生品など、プロダクトチェーン
全体を俯瞰した上でのトレード事業の拡大、効率化
・ サプライチェーン上の課題の解決策を見つけ出すことによる
付加価値の最大化

知見ある領域のさらなる強靭化
・ 工業塩、メタノール、C5、レアアースなどの強みのある 
事業の拡大
・ マーケットニーズとのマッチングによる、 
用途開発・周辺領域への拡張

環境・バイオなど戦略領域へ取り組み強化
・ 化石由来ケミカルに加えてバイオ合成による 
ケミカルの取り扱い拡大
・ 脱炭素社会実現に向け、有望な技術への投資参画

IBA PX

MEG
100％ 

バイオマス 

由来PET
PTA

注：MEG=モノエチレングリコール、IBA＝イソブタノール、PX＝パラキシレン、PTA＝高純度テレフタル酸

バイオマス原料

ペットボトル

衣服

食品包材

バイオマス原料

外部環境及び業界動向の急速な変化

人材変革 収益構造変革

組織文化変革

既存トレードビジネスにおける機能強化

自律型人材の育成・組織文化の変革を通じた、 
既存事業のさらなる強靭化と戦略領域での事業拡大を目指す

今後目指すステージへ向けて
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22/3期 23/3期 24/3期 
見通し

2030年に 
目指す水準

126

186

160

200億円超当期純利益
（億円）
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当本部の強み 外部環境認識

  気候変動や政策変更に起因した需給バランス不均衡
による価格変動 

  急激な為替変動による事業収益の圧迫  

  東南アジアでのライフスタイルの多様化
  東南アジアの人口増加・経済発展に伴う 
食料・生活関連需要の増大

  食の安全・安心やサステナビリティを重視した 
ニーズの高まり
  環境意識の高まりに伴う木質資源の持続可能な調達

機
会

リ
ス
ク

東南アジアに 
強い

事業基盤

高度化成肥料は
東南アジアで 
トップクラスの 
市場シェア

多様な 
木質資源の調達
ネットワーク

 東南アジアを中心に、肥料製造・飼料製造・港湾・製粉・製パン・製菓・
建材・植林・チップ・製紙・バイオマス関連などの幅広い事業を展開

 高度化成肥料の製造・販売では、東南アジアでトップクラスの市場シェ
アを確立

 安定的な木質資源調達ネットワークを活用し、日本最大級のバイオマ
ス発電事業に参画するとともに、早生樹を利用した新たなバイオマス
燃料の開発に取り組む

本部事業報告

生活産業・アグリビジネス本部 

新型コロナウイルスのパンデミックやロシアによるウクライナ侵攻により、サプライチェーン

の分断やエネルギー資源、穀物相場の高騰リスクが顕在化しました。その結果、世界

各国で食とエネルギーを中心とした安全保障を重視する動きが活性化しています。社

会の価値観の変容が進む転換期には、必ず新しいビジネスニーズが生まれるものです。

この変化をチャンスに変え、積極的に新しいビジネスを創出していきたいと考えています。

　当本部では、農林畜産を基軸として、人々の暮らしを維持するエッセンシャルビジネ

スを展開しています。肥料や食料・飼料などの既存の事業投資やトレードにおいては、

成長する東南アジアを最大の注力市場として、確固たる優位性を基盤に新たな価値を創造し収益の拡大を図っていきます。

　2030年の将来を見据えては、東南アジアでのライフスタイルの多様化を機会と捉え、ベトナムでは食肉流通のパラダイ

ムシフトを実現する食の安全・安心を具備した畜産・食肉加工事業に注力しています。また、サステナブルや脱炭素の潮

流に乗り、1次産業由来の再生可能エネルギーの安定的な生産・供給体制の構築を図るためのバイオマス関連の事業投

資を加速させていきます。

執行役員
生活産業・アグリビジネス本部長

湯浅 裕司

東南アジアを中心とする新興国のライフスタイルの多様

化を機会と捉え、世界的な潮流であるサステナブル・地

産地消・脱炭素の視点で、既存事業の新たな価値の創

出、新規事業の構築を進めていきます。具体的には、東

南アジアに有する強固な肥料事業基盤を活用し、就農

者の暮らしが持続的に向上する営農プラットフォームの

構築、ベトナムではJapan Vietnam Livestock Co., Ltd.

を設立、牛の肥育・加工・販売事業に参入し、食肉流通

のパラダイムシフトを実現すべく取り組んでいます。さらに、

再生可能な木質資源を活用したバイオマス発電、日本の

遊休地や休墾地を活用した農業の推進による地域活性

化など、社会意義の高い事業に注力していきます。

主要事業の展開状況

成長戦略を実現するための具体的な施策

ベトナムでは、同国最大手乳業メーカーのビナミルクグルー

プをパートナーとして、牛の肥育・加工・販売事業を推進

しています。ベトナムでは、現在、牛肉は常温で流通され

るのが一般的ですが、流通・小売形態の多様化に伴い、

衛生的な冷蔵肉のニーズが拡大しています。牛肉の一人

当たり消費量は日本のおよそ半分ですが、今後の人口の

増加や所得水準の向上により需要の増加が見込まれてい

ます。

　本事業では、日本と同様の加工設備、衛生・品質管理

手法を導入することで工場の生産性を高め、良質な冷蔵

肉を安定供給する体制を構築します。また、肥育に不可

欠である飼料については2011年に設立したKSF社が持

つ信頼感・優位性を活かし、ビナミルクグループへの安

定供給を担います。徹底した品質管理や消費者ニーズを

踏まえた商品提案に注力し、良質な冷蔵肉をスーパー

マーケット等の発展するモダントレードやホテル、レスト

ラン、カフェを中心に販売します。ベトナム国産のブラン

ド牛を作り上げ、さらには、牛肉だけでなく豚肉や鶏肉の

分野へと取り組みを拡大し、ベトナム最大の総合食肉事

業への展開を目指します。

　また、将来的には肥料

事業に次ぐ本部収益の柱

となることを目指します。

＜これまでの取り組み＞
2021年3月　 ビナミルクグループと合弁会社 

Japan Vietnam Livestock Co., Ltd.を設立

2023年3月　牛の肥育農場・食肉加工工場の起工式

2024年6月　食肉加工工場稼働予定

温室効果ガス排出量削減

再生可能エネルギー

コールドチェーン

アニマルウェルフェア

スマート畜産

ベトナム最大級の
総合食肉事業者へ

Kyodo Sojitz Feed 
Company Ltd.  
（KSF社）  

（飼料製造・販売）

安定供給

マーケット拡大

ニーズに合わせた 

飼料製造

Japan Vietnam Livestock Co., Ltd.（牛の肥育・加工・販売）
牛肉の流通形態の近代化を進め、
牛肉の市場規模拡大をけん引していく

ベトナム畜産会社との協業による幅出し

2030年に目指す姿
牛肉だけでなく豚肉や鶏肉の流通にもパラダイムシフトを実現

DXによる生産性向上

飼料 加工肥育 販売

ビナミルクグループとの共創を通じた牛肉インテグレーション事業を起点に、
安全・安心で安定した食肉製品の供給を担う、ベトナム最大級の総合食肉事業者を目指す

ベトナムの食肉消費量推移
千トン

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2030年代2020年代2010年代2000年代1990年代

7,412

6,204

4,746

1,887

1,049

豚 鶏

2023年7月発売のビナミルクグループ経
産牛を使用した牛肉製品

農林畜産を含む生活に密接したビジネス領域における成長と、

バイオマス関連でのサステナブルなビジネスモデルの構築を加速

今後のベトナムにおける
食肉消費量の高まりを

捉える

今後目指すステージへ向けて

出典：OECD Data
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当本部の強み 外部環境認識

 アジア各国の法律・制度変更
  アジアでの食に関する品質管理の厳格化によるコスト増加
  急激な為替変動や原材料価格高騰による事業・トレード収
益の圧迫

  生産事業の拡大による人権・環境リスクの増大
  日本の人口減少に伴う国内マーケットの縮小

  インド、ASEAN域内の経済成長を背景とした中間所得者層
増加による内需拡大
  労働力不足による人件費増加への対応や生産性向上に寄与
する日本の技術への需要拡大
  和食をはじめとした日本の食文化への関心の高まり、及び食
の多様化
  健康志向やSDGsへの関心の高まり、ECの普及による消費者
の購買行動の変化、多様化

機
会

リ
ス
ク

長年の歴史で
確立した 

ネットワーク、 
顧客基盤

商業施設の 
マネジメント実績、 
不動産ビジネスの 
一貫推進 

北米牛肉輸入 
などで国内 
トップクラス 

 長年の歴史で確立したアジア各国のネットワークや顧客基盤
 インド・ASEAN各国の発展段階に応じたリテール事業の展開
 商業施設のバリューアップ投資事業実績とマネジメント力
 ライフスタイルの多様化に対応した食品・消費財の供給基盤 

 北米産冷凍牛肉の輸入で国内トップシェア

本部事業報告

リテール・コンシューマーサービス本部 

消費者との接点を多く持つ当本部は、「お客様起点のビジネス」にこだわり、「生活の豊

かさ」と「利便性」を高めるために多様な事業を展開し続けています。今後も新興国の

消費者の嗜好・ニーズの多様化・豊かさ・利便性の追求や先進国の健康志向、SDGsへ

の関心の高まりなど産業構造の変化に対応すべく、マーケットニーズを起点としたサー

ビス関連事業を拡大し、着実な成長に向けた優良な資産構築を進めていきます。

　また、将来に向けて優れた事業資産の構築を加速する一方で、収益力や事業性に

劣化のある事業からの撤退を含む抜本的な改革も推進していきます。

　当本部を取り巻く事業環境は急激に変化していますが、私たちはこの変化を常態と認識し、変化こそがチャンスである

と捉えています。目標達成のためには、常に「スピードと時間軸」を意識したアクションプランを立て、その遂行のために

PDCAサイクルを徹底的に回す必要があります。私自身も、掲げた目標を必ず達成する、という強固な意志を持って取り組ん

でいきます。

常務執行役員
リテール・コンシューマーサービス本部長

村井 宏人

水産事業

世界的な水産加工品の需要拡大を取り込むべく、マリン

フーズ株式会社、トライ産業株式会社、双日ツナファー

ム鷹島株式会社、大連翔祥食品有限公司が持つ養殖・

調達・加工技術・販売の機能を統合しました。今後、各

社の連携を一層深め、点から線へ、そして面へと事業展

開することで競争優位性を確保していきます。国内では、

調達力・販売力強化により、既存事業の収益基盤の拡

大・安定化を図ります。海外では、水産物の加工技術と

品質の高さを武器に、今後さらなる成長が見込まれる北

米及び中国への事業展開を加速していきます。

ベトナム及びインドにおけるリテール事業

ベトナムでは「惣菜加工品製造」「四温度帯（常温、定温、

冷蔵、冷凍）物流」「食品・消費財卸売」「小売」など各領

域の事業を統合し、総合的な事業展開を進めています。

これらの事業規模拡大に向け、物流倉庫の拡張やコンビ

ニエンスストアの継続的な新規出店などを進めています。

インドでは、当本部がベトナムで培った食品・消費財卸

事業の知見とデジタルに強みを持ち、消費財卸売・物流

事業を展開するIntelligent Retail Private Limited （RIPPLR

社）とともに、サービスの向上と提供エリアの拡大に注力

していきます。将来的には小売業・製造業等への進出も

視野に入れています。

既存事業の改善・黒字化、投資先との協業の深化と共

同事業投資、新規大型投資案件の実行、及びポートフォ

リオの入替を進め、優良な事業資産の構築を推進してい

きます。

　国内市場のほか、今後も経済成長が期待されるベトナ

ム・インドを重点国と捉え、「既存のビジネスモデルの変革」

「新規事業構築による収益基盤の強化と規模拡大」を進

めていきます。また、健康志向等を背景に拡大する水産

物市場を見据え、水産加工技術や品質を武器に北米・

中国市場への事業展開に注力していきます。

2021年 2023年 2030年

起点 
需要家
機能

•  競争優位性のあ
る機能獲得・発
揮による収益規
模の拡大を通じ
た、持続的成長

•  規模感ある 
スピーディな投
資による優良資
産の積み上げ

•  投資先事業会社
とのシナジー最
大化による、 
収益の伸長

•  規模感ある優良
資産積み上げ

•  消費財トレード
•  食料トレード
•  商業施設運営
•  国内不動産

起点 
供給
商品既存

既存
既存

新規

ベト
ナ
ム

そ
の
他
魚
種

マ
グ
ロ

生
鮮

冷
凍

北
米
・
中
国
を
中
心
と
し
た
海
外
市
場
開
拓

国
内
収
益
基
盤
の
拡
大

イ
ン
ド

事業規模の拡大 

事業規模の拡大

事業規模の拡大 事業規模の拡大

製造

食品製造拠点拡大 物流拠点拡大 販売店舗拡大

小売卸・物流

販売

既存事業 今後の展開

双日ツナファーム 

鷹島

デジタルを強みとする物流プラットフォーム事業

日本基準の品質管理

フン・トゥイ

ニューランドベトナム
ジャパン・ベスト・フーズ ミニストップベトナム

食品・消費財卸売・四温度帯倉庫  
ベトナム全土をカバーする販売網 一気通貫のサプライチェーンの出口

加工・商品開発仕入れ

自社養殖 生鮮マグロ加工技術 高級生鮮マグロの拡販

既存・新規顧客への拡販冷凍マグロ加工技術

国内外の自社工場

マグロ調達力の拡大
外部調達

世界20ヶ国以上から
原料・商品を仕入れ

全国4,000社の販売網

トライ産業

今後目指すステージへ向けて
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本部事業報告

主要事業の業績 （2023年3月31日現在）

注1：取込比率は、2023年3月期期末時点のものを記載しています。
　2：数値は、各事業の当期純利益から、一過性損益を除いた実力値ベースで記載しています。

自動車本部 連結子会社 34社　持分法適用会社 7社

事業名 取込比率
純利益（億円）

事業内容
22/3期 23/3期

Sojitz de Puerto Rico Corporation 100% 21 22 自動車の輸入・販売

Sojitz Automotive Group, Inc. 100% 17 23 自動車ディーラー事業

Subaru Motor LLC 65.6% 5 5 自動車の輸入・販売

Sojitz Quality, Inc 100% 2 3 品質検査関連サービスへの投資会社

航空産業・交通プロジェクト本部 連結子会社 39社　持分法適用会社 11社

事業名 取込比率
純利益（億円）

事業内容
22/3期 23/3期

航空・船舶航空アセット事業 航空機代理店事業、航空機リース事業、パーツアウト事業 等

-Sojitz Aviation and Marine B.V. 100% 0 1 航空機パーツアウト事業、船舶関連事業

航空事業 防衛関連事業、ビジネスジェット事業、代理店事業

-ビジネスジェット事業 100% 9 9

交通・空港インフラ事業
北米鉄道事業（MRO・貨車リース） 
アジア鉄道EPC

-Sojitz Transit & Railway Canada Inc. 74.9% △2 1 鉄道車両総合メンテナンス事業

-Southwest Rail Industries Inc. 100% 5 4 貨車リース事業

双日エアロスペース株式会社 100% 8 13 航空・防衛産業、関連機器の輸出入・販売

インフラ・ヘルスケア本部 連結子会社 56社　持分法適用会社 40社

事業名 取込比率
純利益（億円）

事業内容
22/3期 23/3期

エネルギー関連・火力発電事業

-エルエヌジージャパン 50% 34 91 LNG事業及び関連投融資

-Glover Gas & Power B.V. 25% ̶ 6 ガス供給及びガス関連事業

-火力発電事業* ̶ 29 36 米国、中東 等

再エネ・脱炭素事業

-再生可能エネルギー事業* ̶ 18 32 国内外再生可能エネルギー事業

-省エネルギーサービス事業* ̶ ̶ 10 海外省エネルギーサービス事業

-Nexus Energia S.A. 31.4% ̶ 3 電力・ガス小売事業、売電代理事業、太陽光発電事業

社会インフラ・PPP事業

-Sojitz Hospital PPP Investment B.V. 100% 36 33 病院施設運営事業への投融資

-日商エレクトロニクス株式会社 100% 19 26 ITシステム・ネットワークサービス事業

-PT. Puradelta Lestari Tbk 25% 14 27 住宅・工業・商業団地の総合都市インフラ開発、運営

* 火力発電事業、再生可能エネルギー事業、省エネルギーサービス事業は、関連の主要事業会社の損益合算値を記載しています。

主要関係会社のうち、以下の上場会社については各社ホームページをご参照ください。
さくらインターネット株式会社（持分） https://www.sakura.ad.jp/
PT. Puradelta Lestari Tbk （持分） https://www.kota-deltamas.jp/

金属・資源・リサイクル本部 連結子会社 22社　持分法適用会社 16社

事業名 取込比率
純利益（億円）

事業内容
22/3期 23/3期

Sojitz Development Pty. Ltd. 100% 272 442 石炭鉱山への投資

株式会社メタルワン 40% 113 166 鉄鋼関連商品の輸出入、外国間及び国内販売など

非鉄（豪州ワースレーアルミナ精製事業） ̶ 18 7 アルミナの製造、アルミナ生産会社への投資

化学本部 連結子会社 30社　持分法適用会社 11社

事業名 取込比率
純利益（億円）

事業内容
22/3期 23/3期

PT. Kaltim Methanol Industri 85% 41 59 メタノールの製造・販売

双日プラネット 100% 22 19 合成樹脂原料・製品等の貿易・販売

solvadis deutschland gmbh 100% 12 19 化学品の貿易・販売

単体トレード ̶ 10 47 工業塩、レアアース、芳香族、フェノール、機能化学品　等

生活産業・アグリビジネス本部 連結子会社 26社　持分法適用会社 11社

事業名 取込比率
純利益（億円）

事業内容
22/3期 23/3期

肥料関連事業

-Thai Central Chemical Public Company Limited 81% 34 28 肥料の製造・販売

-Atlas Fertilizer Corporation 100% 21 19 肥料の製造・販売、輸入肥料販売

-Japan Vietnam Fertilizer Company 75% 2 2 肥料の製造・販売

双日建材 100% 28 18 総合建材販売

Saigon Paper Corporation 96% △7 △3 製紙事業

リテール・コンシューマーサービス本部 連結子会社 28社　持分法適用会社 22社

事業名 取込比率
純利益（億円）

事業内容
22/3期 23/3期

リテール関連事業 ̶ △8 △2 食品製造・流通、コンビニエンスストア、外食

-海外 ̶ △2 1
ミニストップベトナム、四温度帯物流、惣菜加工品製造、 
食品・消費財卸売 等

-国内 ̶ △8 △3 ロイヤルHD、双日ロイヤルインフライトケイタリング、JALUX　等

水産関連事業 ̶ 4 11 マリンフーズ、トライ産業、大連翔祥、双日ツナファーム鷹島

-マリンフーズ株式会社 100% ̶ 8 水産食品加工会社

国内不動産事業 ̶ 18 19 商業施設運営事業、バリューアップ事業　等

双日食料株式会社 100% 32 19
砂糖・糖化製品、乳製品、農畜水産物、加工食品、 
その他各種食料品の販売

双日ファッション株式会社 100% 6 7
綿・化合繊維物等のプリント、無地・先染などの 

企画加工卸売販売
主要関係会社のうち、以下の上場会社については 各社ホームページをご参照ください。 
フジ日本精糖株式会社 （持分）  https://www.fnsugar.co.jp/ 
ロイヤルホールディングス株式会社 （持分）  https://www.royal-holdings.co.jp/
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